
計画内容（国へ提出した実施計画）

総事業費

低所得世帯支援枠 推奨事業メニュー 一体支援
低所得及び不足額

分の一体支援
翌年度繰越

1,253,166,892      1,184,314,217  20,860,000  80,422,000  714,717,000  224,644,542  74,818,000  -  68,852,675

1 単
令和5年度住民税均等割非課税世
帯
（低所得世帯支援枠）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ5.Ｒ6の累計給付金額
令和5年度分の住民税非課税世帯　8,009世帯×70千円　のうちＲ6計画分
④令和5年度分の住民税非課税世数（8,009世帯）

20,860,000      20,860,000      20,860,000      -               -               -               -               -               -               R6.1.1 R6.3.31
１.非常に効果
的であった

令和6年3月までに対象者に支
給し家計への支援を行った。
（昨年度実施事業のR6実施計
画分）

2 単
一体給付
（給付金・定額減税一体支援）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ5.Ｒ6の累計給付金額
令和5年度均等割のみ課税世帯　2,018世帯×100千円、令和6年度非課税世化世帯　643世帯×
100千円、令和6年度均等割のみ課税化世帯　514世帯×100千円、子ども加算　1,163人×50千
円、定額減税を補足する給付の対象者　25,063人（588,060千円）　のうちＲ6計画分
事務費　46,486千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借料　人件費　として
支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,175世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（25,063
人）

714,717,190     714,717,000     -               -               714,717,000 -               -               -               190 R6.2.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

令和6年11月までに対象者に支
給し家計への支援を行った。

7 単
令和6年度住民税均等割非課税＋
こども加算＋不足額給付

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ6の累計給付金額
令和6年度住民税均等割非課税世帯　9,144世帯×30千円、子ども加算　903人×20千円　のうちＲ
6計画分
事務費　11,428千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借料　人件費　として
支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（9,144世帯）

299,462,542     299,462,542     -               -               -               224,644,542 74,818,000      -               -               R7.2.1 R8.3.31

11 単 ばりっ子まるまる給付金給付事業

①食費（おむつ、ミルク）等の物価高騰に直面する、３歳未満の乳幼児を養育する世帯の生活を支
援するため、対象児童一人につき２万円の給付金を支給します。
②給付金支給に係る経費
③必要経費　２４,６３９千円
 　対象世帯数１,０１１世帯、対象児童数１,０６８人
 　【事業費】２１,３６０,０００円（２０,０００円×１,０６８人）
 　【事務費】３,２７９,０００円
　 （消耗品費５０千円、郵便料１１２千円、手数料１１２千円、使用料及び賃借料５千円、委託料３,０
００千円）
④令和４年４月２日から令和７年３月３１日までに生まれた児童を養育する者
（令和７年１月１日時点で本市に住民登録している者で令和６年１２月分の児童手当の受給者及び
令和７年１月分から同年３月分までの児童手当の新規認定又は額改定の認定を受けた者）

22,884,876      22,884,000      -               22,884,000 -               -               -               -               876             R7.1.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

令和7年3月までに対象者に支
給し家計への支援を行った。

12 単 物価高騰に伴う配食ボランティア団
体への運営支援事業

①配食ボランティア団体の物価高騰による食材料費等への影響を軽減し、活動の継続・サービス利
用者の支援を推進するため、配食ボランティア団体の年間食材料費相当額に対し、物価高騰によ
る増額分を補助します。
②配食ボランティア団体への補助金交付に係る経費
③必要経費　５２０千円
年間食材料費単価（令和６年度）＠４００円×２０,０００食×６.５％（生鮮食品消費者物価指数の令
和６年度（４月～１０月前年同月比）平均上昇率）＝５２０千円
④令和６年４月１日現在で名張市ボランティアセンターに登録している配食ボランティア団体（９団
体）

562,302         562,000         -               562,000 -               -               -               -               302             R6.4.1 R7.3.31 １.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けている
配食ボランティア団体を支援す
ることで、運営負担の軽減を図
ることができた。

13 単
物価等高騰に伴う地域支え合い団
体（有償ボランティア）支援事業

①燃料価格及び電気料金高騰の影響を受ける市内の地域ささえあい団体の事業の維持を図るた
め、燃料費等高騰分の一部を支援します。
②生活支援及び外出支援に係る電気料金・燃料費
③必要経費　６９４千円
電気料金・燃料費高騰分相当(三重県訪問・通所系障害施設単価を準用）
・生活支援実施団体（１１団体）×基準単価４,３００円（県電気・ガス単価）×１２か月＝５６７,６００円
・外出支援実施団体（７団体）×基準単価１,５００円（県燃料単価×２）×１２か月＝１２６,０００円
④地域ささえあい団体（１１団体）

693,600         693,000         -               693,000 -               -               -               -               600             R6.4.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けている
地域支え合い団体を支援するこ
とで、運営負担の軽減を図るこ
とができた。

14 単 子ども食堂運営補助事業

①物価等の高騰の影響を受けるこども食堂運営に対する負担軽減に係る補助金を支給します。
②子ども食堂への補助金支給に係る経費
③必要経費　４００千円
　 ４団体×１００,０００円
④なばりこども・地域食堂ネットワーク連絡会に登録し、継続的に活動している団体（４団体）

301,000         301,000         -               301,000 -               -               -               -               -               R7.1.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けているこ
ども食堂を支援することで、運
営負担の軽減を図ることができ
た。

15 単
物価等高騰に伴う高齢者施設等支
援事業

①物価等の高騰の影響を受け、介護サービス事業所等の運営経費の増大が生じている状況の中
で、食材費、光熱費及び燃料費の一部を支援することにより、その負担を軽減し、安定的かつ継続
的なサービスの提供を支援します。（令和６年度三重県補助基準単価の１／４を支援）
②食材費、光熱費、燃料費
③必要経費　８,５０８千円
　 〇食材費、光熱費高騰分　７,９８３,９６６円
　　　入所系　単価×定員数×月数３ヶ月
　　　通所系　単価×定員数×月数３ヶ月
　　　訪問系　単価×事業所数×月数３ヶ月
 　〇燃料費高騰分　５２３,１２５円
　　　入所系　単価×事業所数×月数３ヶ月×車両数
　　　通所系　単価×事業所数×月数３ヶ月×車両数
　　　訪問系　単価×事業所数×月数３ヶ月×車両数　　　　合計　８,５０７,０９１円
　 〇対象期間　令和７年１月～令和７年３月（３ヶ月）
④介護サービス事業所等 （約１６０事業所等）

6,788,967       6,788,000       -               6,788,000 -               -               -               -               967             R7.1.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けている
介護サービス事業所等を支援
することによって、その負担を
軽減し、安定的かつ継続的な
サービスの提供を支援すること
ができた。
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業の名称

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況

具体的な理由
事業
完了

年月日

事業
開始

年月日国庫補助額
その他（一般財源
や補助対象外経費

等）
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・
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独

事業効果

うち、交付金充当
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計画内容（国へ提出した実施計画）

総事業費

低所得世帯支援枠 推奨事業メニュー 一体支援
低所得及び不足額

分の一体支援
翌年度繰越

1,253,166,892      1,184,314,217  20,860,000  80,422,000  714,717,000  224,644,542  74,818,000  -  68,852,675
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事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付対象事業の名称

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況

具体的な理由
事業
完了

年月日

事業
開始

年月日国庫補助額
その他（一般財源
や補助対象外経費

等）

補

助

・

単

独

事業効果

うち、交付金充当

16 単
物価等高騰に伴う障害福祉サービ
ス等事業所支援事業

①物価等高騰の影響を受け、障害福祉サービス事業所の運営経費の増大が生じている状況の中
で、食材費、光熱費及び燃料費の一部を支援することにより、その負担を軽減し、安定的かつ継続
的なサービスの提供を支援します。（令和６年度三重県補助基準単価の１／４を支援）
②食材費、光熱費、燃料費
③必要経費　２,８９７千円
　 ○食材費、光熱費高騰分　２,６５５,３２１円
　　　入所系　単価×定員数×月数３か月
　　　通所系　単価×定員数×月数３か月
　　　訪問系　単価×事業所数×月数３か月
　 ○燃料費高騰分　２４０,９７５円
　　　入所系　単価×事業所数×月数３か月×車両数
　　　通所系　単価×事業所数×月数３か月×車両数
　　　訪問系　単価×事業所数×月数３か月×車両数　　　　合計　２,８９６,２９６円
　 ○対象期間：令和７年１月～令和７年３月（３か月）
④障害福祉サービス等事業所（約１０２事業所）

2,323,908       2,323,000       -               2,323,000 -               -               -               -               908             R7.1.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けている
障害福祉サービス等事業所を
支援することによって、その負
担を軽減し、安定的かつ継続的
なサービスの提供を支援するこ
とができた。

17 単 保育所等に係る給食費及び光熱費
高騰対策事業

①教育・保育施設に対し、物価高騰による影響が大きい給食費、光熱費の補助を行うことで事業者
の負担を軽減します。
②市内の教育・保育施設への給食食材費、光熱費補助
③必要経費　７,１２４千円
（民間保育所措置費分）６,６３８,８７４円
【給食食材費補助】
令和６年４月１日　園児数（１号）２０１人×@３９円×２０日×３か月=４７０,３４０円
令和６年４月１日　園児数（２･３号）１,４０６人×@３９円×２５日×３か月=４,１１２,５５０円
【光熱費補助】
令和６年４月１日　定員数１,６８８人×@４０６円×３か月=２,０５５,９８４円
（小規模保育事業分）２６８,５５７円
【給食食材費補助】
令和６年４月１日　園児数（２･３号）６１人×@３９円×２５日×３か月=１７８,４２５円
【光熱費補助】
令和６年４月１日　定員数７４人×@４０６円×３か月=９０,１３２円
（事業所内保育事業分）２１５,１８７円
【給食食材費補助】
令和６年４月１日　園児数（２･３号）４９人×@３９円×２５日×３か月=１４３,３２５円
【光熱費補助】
令和６年４月１日　定員数５９人×@４０６円×３か月=７１,８６２円
合計　７,１２２,６１８円
④民間保育園７園、認定こども園７園、地域型保育事業所７園（小規模保育５園、事業所内保育２
園）

7,122,618       7,122,000       -               7,122,000 -               -               -               -               618             R7.1.1 R7.3.31 １.非常に効果
的であった

物価高騰の影響を受けている
教育・保育施設に対し、給食
費、光熱費の補助を行うことで
事業者の負担を軽減することが
できた。

18 単 水道事業会計繰出金

①原油価格高騰による水道施設動力費の急激な上昇に対する補助を行い、利用者への価格転嫁
を抑制することで水道事業の維持に向けた経営支援を図ります。
②水道施設動力費（原油価格高騰分）
③原油価格高騰分のうち一部本交付金活用
燃料費調整単価差額（令和６年度：令和３年度）×令和６年度実績見込使用量（kWh）＝１８,１４９,１
４７円（令和６年４月～令和７年３月を算出）
④桜ケ丘取水所ほか５９施設

16,321,113      5,501,000       -               5,501,000 -               -               -               -               10,820,113      R6.4.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

原油価格高騰の影響を受けて
いる水道事業者においては、導
水・送水・配水施設におけるポ
ンプの使用や、浄水処理等の
過程において多くの電力を消費
するため、電力価格高騰により
事業経費が増大しているため、
その支援を行うことができた。

19 下水道事業会計繰出金

①原油価格高騰による下水道施設動力費の急激な上昇に対する補助を行い、利用者への価格転
嫁を抑制することで下水道事業の維持に向けた経営支援を図ります。
②下水道施設動力費（原油価格高騰分）
③原油価格高騰分のうち一部本交付金活用
燃料費調整単価差額（令和６年度：令和３年度）×令和６年度実績見込使用量（kWh）＝１６,０９８,９
３１円（令和６年４月～令和７年３月を算出）
④名張市中央浄化センターほか２４３施設

14,643,995      4,864,000       -               4,864,000 -               -               -               -               9,779,995       R6.4.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

原油価格高騰の影響を受けて
いる水道事業者においては、導
水・送水・配水施設におけるポ
ンプの使用や、浄水処理等の
過程において多くの電力を消費
するため、電力価格高騰により
事業経費が増大しているため、
その支援を行うことができた。

20 病院管理運営事業

①原油価格高騰によるエネルギー、ガス料金の急激な上昇に対する補助を行い、病院事業の維持
に向けた経営支援を図ります。
②光熱水費/電気代・ガス代
棚卸資産購入限度額/診療材料
委託料/給食業務委託
③電気・ガス：単価差額(令和６年度見込：令和３年度)×令和６年４月～令和７年３月予定使用量
診療材料：単価差額（令和５年度契約単価：令和６年１２月時点）×令和６年４月～令和７年３月予
定使用量
給食業務委託：１食単価値上額×令和６年７月～令和７年３月予定食数
④名張市病院事業

36,710,007      10,876,000      -               10,876,000 -               -               -               -               25,834,007      R6.4.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

原油価格高騰によるエネル
ギー、ガス料金の影響を受けて
いる病院事業者において事業
経費が増大しているため、その
支援を行うことができた。

21 単 公共施設の光熱費高騰分への充当

①地方公共団体が運営する直接住民の用に供する施設（小中学校やこども支援センター等）のエ
ネルギー価格高騰分に対し、当該交付金の一部を充当します。
②光熱費高騰分
③＜積算方法＞
単価差（令和６年度見込－令和３年度実績）×令和６年度見込使用料金＝２７,４７５,０００円
※その他経費１４,２７６千円は一般財源
④小中学校、こども支援センター等公共施設

40,922,099      18,508,000      -               18,508,000 -               -               -               -               22,414,099      R6.4.1 R7.3.31
１.非常に効果
的であった

市民サービス低下させることな
く、対象施設の運営を継続する
ことができた。

2


